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３ 人員計画について 

（１）令和３年度～令和元年度における労働者数 

問５ 令和３年度～令和元年度における全労働者数、常用労働者数、継続雇用者数をそれぞれお答えくださ

い。 

※令和３年度については把握している最新の値、令和２年度及び元年度については各事業年度末の値をご

記入ください。（以下、同様） 

※継続雇用者は、高年齢者雇用安定法に定める継続雇用制度の対象者を除いた人数をご記入ください。 

 

令和 3年度から令和元年度における全労働者数、常用労働者数、継続雇用者数については次のとおり。 

全労働者数及び常用労働者数については、平均値は概ね減少、中央値は増加している。継続雇用者数につ

いては、平均値、中央値ともに減少している。 

 

 

 

※「継続雇用者」とは、前事業年度及び適用年度の全ての月分の給与等の支給を受けており、前事業年度及び適用年度のすべて

の期間において雇用保険の一般被保険者であった者（高年齢者雇用安定法に定める継続雇用制度の対象者は除く）を指す。 

  

（単位：人）

項目名 年度 回答数 平均値 中央値 標準偏差

全労働者数 R3 294 2,705.9 1,018.0 5,208.1

R2 299 2,779.6 1,004.0 5,317.3

R1 298 2,848.1 971.5 5,436.8

常用労働者数 R3 286 2,115.2 754.5 4,184.0

R2 292 2,392.2 742.5 5,588.1

R1 291 2,385.1 715.0 5,653.4

継続雇用者数 R3 171 2,357.0 981.0 3,864.4

R2 180 2,579.6 985.5 5,147.8

R1 172 2,669.5 1,090.5 5,290.1
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（２）令和３年度～令和元年度における新卒採用者数、中途・経験者採用者数、離退職者数 

問６ 令和３年度～令和元年度における新卒採用者数、中途・経験者採用者数、離退職者数をそれぞれお答

えください。 

 

令和 3年度から令和元年度における新卒採用者数、中途・経験者採用者数、離退職者数については、次の

とおり。 

新卒採用者数、中途・経験者採用者数、離退職者数いずれも、平均値、中央値ともに概ね減少している。 

 

 

  

（単位：人）

項目名 年度 回答数 平均値 中央値 標準偏差

新卒採用者数 R3 297 54.7 22.0 96.0

R2 298 68.9 28.0 147.5

R1 297 81.7 26.0 318.9

中途・経験者採用者数 R3 289 33.1 10.0 97.0

R2 297 41.4 13.0 124.7

R1 295 52.2 18.0 156.3

離退職者数 R3 284 64.6 25.0 123.9

R2 291 112.3 37.0 284.0

R1 289 113.7 40.0 229.0
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４ 給与等について 

※問 7 から問 10 は令和 3 年度については把握している最新の実績値を基にした今年度（通期）の見通しを、

令和 2 年度及び元年度については各事業年度末の値を集計している。 

 

（１）令和３年度～令和元年度における給与等支給総額 

問７ 令和３年度～令和元年度における、全労働者、常用労働者、継続雇用者それぞれに対する給与等支給

総額をお答えください。 

※給与等支給総額とは、俸給・給料・賃金・歳費・賞与・一時金及び諸手当等の、給与所得となるものの

総額を指します。退職金等の給与所得とならないものは除きます。 

 

令和 3年度から令和元年度における雇用形態別の給与等支給総額については次のとおり。 

全労働者、常用労働者、継続雇用者いずれも、平均値、中央値ともに概ね減少している。 

 

 

  

（単位：百万円）

項目名 雇用形態 年度 回答数 平均値 中央値 標準偏差

給与等支給総額 全労働者 R3 248 15,120.8 4,308.3 41,708.6

R2 262 16,942.4 4,736.9 42,882.3

R1 259 17,390.5 4,705.8 44,996.8

常用労働者 R3 228 11,865.2 3,541.9 29,083.6

R2 241 13,717.6 3,764.9 33,608.9

R1 237 14,031.8 3,617.2 35,228.6

継続雇用者 R3 141 13,169.2 3,955.5 34,835.7

R2 152 14,626.2 4,679.3 36,457.9

R1 144 15,232.8 4,897.4 37,664.2
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（２）令和３年度～令和元年度における残業手当（時間外手当）の支給総額 

問８ 令和３年度～令和元年度における、全労働者、常用労働者、継続雇用者それぞれに対する残業手当（時

間外手当）の支給総額をお答えください。 

※残業手当（時間外手当）とは、所定労働時間を超えて働いた場合に支払われる割増賃金を指します。 

 

令和 3年度から令和元年度における雇用形態別の残業手当（時間外手当）の支給総額は、次のとおり。 

全労働者、常用労働者、継続雇用者いずれも、令和 3 年度の平均値、中央値は前年度より増加している。 

 

 

  

（単位：千円）

項目名 雇用形態 年度 回答数 平均値 中央値 標準偏差

残業手当 全労働者 R3 230 789.9 234.6 1,575.8

R2 241 785.1 228.2 1,451.0

R1 237 937.3 285.6 1,746.4

常用労働者 R3 217 698.3 230.9 1,333.8

R2 224 686.4 203.3 1,238.0

R1 220 792.7 244.4 1,391.6

継続雇用者 R3 135 695.3 208.2 1,276.9

R2 144 671.5 189.2 1,169.3

R1 136 802.0 221.9 1,422.3
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（３）令和３年度～令和元年度における夏季賞与・一時金の支給総額 

問９ 令和３年度～令和元年度における、全労働者、常用労働者、継続雇用者それぞれに対する夏季賞与・

一時金の支給総額をそれぞれお答えください。 

 

令和 3年度から令和元年度における雇用形態別の夏季賞与・一時金の支給総額は、次のとおり。 

全労働者、継続雇用者では、令和 3年度の平均値、中央値はともに前年度より増加している。常用労働者

では、令和元年度から令和 3年度にかけて平均値は減少、中央値は増加している。 

 

 

 

（４）令和３年度～令和元年度における冬季賞与・一時金の支給総額 

問 10 令和３年度～令和元年度における、全労働者、常用労働者、継続雇用者それぞれに対する冬季賞与・

一時金の支給総額をそれぞれお答えください。 

 

令和 3年度から令和元年度における雇用形態別の冬季賞与・一時金の支給総額は、次のとおり。 

全労働者、常用労働者、継続雇用者いずれも、平均値は令和元年度から令和 3年度にかけて減少している。

中央値は令和元年度から令和2年度にかけては減少し、令和2年度から令和3年度にかけては増加している。 

  

（単位：千円）

項目名 雇用形態 年度 回答数 平均値 中央値 標準偏差

夏季賞与・一時金額 全労働者 R3 239 1,895.2 550.9 4,677.5

R2 246 1,892.3 531.6 4,631.3

R1 244 1,921.8 521.1 4,657.5

常用労働者 R3 226 1,596.4 515.0 3,031.0

R2 230 1,784.7 502.2 4,557.7

R1 228 1,819.5 489.6 4,641.3

継続雇用者 R3 141 1,378.6 541.0 2,147.8

R2 147 1,319.7 449.9 2,128.5

R1 139 1,370.1 489.2 2,177.8

（単位：千円）

項目名 雇用形態 年度 回答数 平均値 中央値 標準偏差

冬季賞与・一時金額 全労働者 R3 234 1,536.3 559.7 2,975.4

R2 246 1,623.6 486.9 3,190.3

R1 243 1,678.7 519.1 3,308.7

常用労働者 R3 220 1,438.6 523.9 2,592.4

R2 231 1,728.9 453.4 4,474.0

R1 228 1,776.9 503.4 4,546.0

継続雇用者 R3 137 1,272.5 516.9 1,933.5

R2 147 1,277.6 454.2 2,113.5

R1 139 1,344.8 481.1 2,186.7
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【参考：業種別の賃上げ状況（問 1（2）における 30業種別）】 

令和 3年度の常用労働者 1人当たりの平均年収（賞与・一時金含む）の増減見込みを問 1（2）における 30

業種別に集計した。 

10 件以上の回答が得られた業種について「増加する予定」の割合をみると、製造業では化学・医薬品が

86.4％で最も高く、次いで精密機械が 75.0％、機械が 71.4％となっている。非製造業では情報通信が 65.5％

で最も高く、次いで商業が 61.3％、銀行・ノンバンクが 50.0％となっている。 

 

  

※回答数が 10件未満の業種については数値のみの表示としている。 

  

回答数
増加する

予定
増減なし

減少する
予定

283 58.7 26.1 15.2

食品 10 70.0 20.0 10.0

繊維製品 4 75.0 - 25.0

パルプ・紙 6 66.7 16.7 16.7

化学・医薬品 22 86.4 4.5 9.1

石油・石炭 - - - -

ゴム 4 75.0 - 25.0

窯業 1 100.0 - -

鉄鋼 1 - - 100.0

非鉄金属 6 50.0 16.7 33.3

金属製品 12 41.7 41.7 16.7

機械 14 71.4 14.3 14.3

電気 12 66.7 16.7 16.7

輸送用機械 9 55.6 22.2 22.2

精密機械 12 75.0 16.7 8.3

その他製品 14 64.3 14.3 21.4

農林水産 - - - -

鉱業 2 - - 100.0

建設 21 42.9 42.9 14.3

商業 31 61.3 25.8 12.9

銀行・ノンバンク 12 50.0 41.7 8.3

証券・証券先物 3 33.3 66.7 -

保険 2 50.0 50.0 -

不動産 9 33.3 66.7 -

陸運 3 - - 100.0

海運 3 100.0 - -

空運 - - - -

倉庫・運輸 6 50.0 33.3 16.7

情報通信 29 65.5 24.1 10.3

電気ガス 3 33.3 66.7 -

サービス 32 46.9 37.5 15.6

非
製
造
業

全 体

製
造
業

















































83 

 

問４．問３でお答えいただいた令和元年度～令和３年度の給与総額について、「給与総額の内訳（基本給、

賞与・一時金、時間外手当、諸手当）」をお答えください。 

 また、「基本給の前事業年度からの増減額、増額要因、減額要因」についてもお答えください。 

※ 令和元年度・令和２年度分は、決算時点の数値を記載いただき、令和３年度分は、実績見込みの数値を

記載ください。 

※ 基本給の前事業年度からの増減額、増額要因、減額要因については、以下のようにご記入ください。 

 

【記入例】 

 
 

 

【企業全体】 

 
 

 

 

  

基本給の前事業年度からの増減額 -4,000,000 円 3,500,000 円

①うち、定期昇給・賃金構造維持影響額 1,000,000 円 1,000,000 円

②うち、ベースアップ影響額 円 500,000 円

③うち、その他の影響額
（従業員の増加等）

円 2,000,000 円

④うち、ベースダウン影響額 円 円

⑤うち、その他の影響額
（従業員の減少等）

-5,000,000 円 円

増
額
要
因

減
額
要
因

令和元年度
開始事業年度の実績

令和2年度
開始事業年度の実績

令和3年度
開始事業年度の実績
見込み

給与総額の内訳

基本給 円 円 円

賞与・一時金 円 円 円

時間外手当（超過労働給与） 円 円 円

諸手当 円 円 円

基本給の前事業年度からの増減額 円 円

①うち、定期昇給・賃金構造維持影響額 円 円

②うち、ベースアップ影響額 円 円

③うち、その他の影響額
（従業員の増加等）

円 円

④うち、ベースダウン影響額 円 円

⑤うち、その他の影響額
（従業員の減少等）

円 円

増
額
要
因

減
額
要
因

基本給の前事業年度からの増減額

は、①②③の合計額（増加額）から 

④⑤の合計額（減少額）を差し引いた

額と一致します。 

基本給の前事業年度の増減額 

＝（①＋②＋③）－（④＋⑤） 

減少額にはマイナス（-）を記載 

してください。 

①
②
③ 

 

④
⑤ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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【うち、正社員分】 

 

【うち、非正社員分】 

  

令和元年度
開始事業年度の実績

令和2年度
開始事業年度の実績

令和3年度
開始事業年度の実績
見込み

給与総額の内訳

基本給 円 円 円

賞与・一時金 円 円 円

時間外手当（超過労働給与） 円 円 円

諸手当 円 円 円

基本給の前事業年度からの増減額 円 円

①うち、定期昇給・賃金構造維持影響額 円 円

②うち、ベースアップ影響額 円 円

③うち、その他の影響額
（従業員の増加等）

円 円

④うち、ベースダウン影響額 円 円

⑤うち、その他の影響額
（従業員の減少等）

円 円

正社員

増
額
要
因

減
額
要
因

令和元年度
開始事業年度の実績

令和2年度
開始事業年度の実績

令和3年度
開始事業年度の実績
見込み

給与総額の内訳

基本給 円 円 円

賞与・一時金 円 円 円

時間外手当（超過労働給与） 円 円 円

諸手当 円 円 円

基本給の前事業年度からの増減額 円 円

①うち、定期昇給・賃金構造維持影響額 円 円

②うち、ベースアップ影響額 円 円

③うち、その他の影響額
（従業員の増加等）

円 円

④うち、ベースダウン影響額 円 円

⑤うち、その他の影響額
（従業員の減少等）

円 円

非正社員

増
額
要
因

減
額
要
因

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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